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大規模言語モデルの使用による産業への影響

5

（注）10種類のAIアプリケーション（抽象戦略ゲーム、リアルタイムビデオゲーム、画像認識、視覚的質問応答、画像生成、読解、言語モデリング、翻訳、音声認識、楽器演奏認
識）と52種類の人間の能力（例：口頭理解、口頭表現、帰納推論、腕の安定など）を、各AIアプリケーションと人間の能力の関連度を示すマトリクスを用いて結びつけること
で構築。この場合の影響は、補強も代替も含まれたもの。

（出所）Ed Felten, Manav Raj, and Robert Seamans. 2023. ”How will Language Modelers like ChatGPT Affect Occupations and Industries?”

○大規模言語モデルの産業への影響としては、法律、金融業務などにおける影響が大きいことが示唆され
ている。

大規模言語モデルの産業に対する影響度
（250産業のうち、上位10産業、下位10産業）

 法律サービス
 証券、商品契約、その他の金融投資及び関連業務
 代理店、仲介、その他の保険関連業務
 保険・従業員福利厚生基金
 非預金型信用仲介
 アーティストやアスリート、エンターテイナー、その他著名人等の代理人及びマネージャー
 保険業務
 その他の投資プール及び基金
 会計、税務申告、記帳代行、給与計算サービス
 ビジネスサポートサービス

影響を受ける
上位10産業

影響を受けない
上位10産業

 製材所と木材保存
 動物の屠殺・加工
 倉庫・保管業
 鉄道輸送のサポート活動
 トラック輸送
 建物・住居へのサービス
 紡織工場
 基礎・構造・建物外装工事業者
 木材の切り出し、伐木搬出
 農作物生産への支援活動



生成AIの活用状況

○ ChatGPTのAPI公開後、コンテンツ生成、要約サービス、自動会話プログラムなど、これを活用したサー
ビスは急増しており、我が国の少子化、労働者不足の中、様々な産業における活用が見込まれる。

ChatGPTを活用して見込まれるサービス提供
コンテンツ生成

 高度な対話によるビジネス活用支援

 文章生成
広報やマーケティングなどの担当者によるコンテンツ生成業
務のライティング支援

 広告生成
最適な広告を自動生成

 マニュアル自動生成
マニュアルのタイトルや説明文を自動生成

 採用面接の質問項目生成
テーマに合わせて質問項目を生成

 営業活動支援
新規見込み客の心理状況やニーズを分析、アポイント依頼
メールの作成など、その後の対応方法を指南

 記事制作支援
文章の自動生成機能により、記事制作業務を効率化

 セミナー議事録作成
講演内容の文字起こし機能による自動議事録化と、指定
された文字数に自動要約

要約サービス
 電話自動応答システム
録音した通話内容を文章化したうえで要約

 決算書の要約
決算書から会社の企業評価や財務分析など将来への経営アドバイ
スを提供

 企業情報調査
国内100万社以上の非上場企業の事業概況の要約

 FAQの改善
質問文の言い換え表現を自動生成

自動会話プログラム（チャットボット）
 企業内業務の検索サービス
企業内業務向けの回答自動生成型検索サービス

 お客様の問合せ対応
それぞれのユーザーに沿った問い合わせに対する回答

 情報提供・アドバイス
健康に関する情報提供・アドバイス

 相続・終活相談
相続などに特化した法人向けAIチャットサービス

 口コミ返信
宿泊サイトの口コミへの送信文を自動作文

メッセージアプリ内コンテンツ
 FAQチャット
アプリで企業個別のFAQを提供

 キャラクターAIチャットユニット
AIキャラクターがユーザーとアプリ内で会話

外部向け活用コンサルティング
 ChatGPTコンサルティング

ChatGPT活用のコンサルティング、開発

自社向け活用
 自社サービスでChatGPTを活用
自社サービスで簡単にChatGPTのAPIを活用できる
機能を提供

 自社環境の構築支援
自社でChatGPTを利用する環境の構築支援

 アイデア・ブレインストーミング支援
アイデア出し、ビジネスアイデアの検証など、ビジネス補助に
活用

 業務支援
資料の下書きなどの業務の「助手」として使う

 問合せ対応の自動化
土日、深夜帯などのユーザーからの問い合わせに自動対応

（出所）ABEJA「国内における大規模言語モデル（LLM）の展開とChatGPTの活用状況」を基に作成。 6











経営者保証の課題

11
（注）調査対象は、地域銀行をメインバンクとする中小・小規模企業でN=9,371。調査時期は、2019年３月。
（出所）金融庁「金融機関の取組の評価に関する企業アンケート調査（2019年）」を基に作成。

○中小企業の経営者にアンケートを取ったところ、経営者保証が経営に与えるネガティブな影響として、早
期の事業再生への着手が遅れてしまう、という声が半数近くを占める。

経営者保証の提供に伴う影響
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破産した場合の資産の取扱い

17（注）上記の他、価値が乏しいため、買い手がつかないなどの理由により、破産管財人が放棄した財産は、手元に残る資産となる。

○経営者が個人として破産した場合、裁判所が、破産法に基づき、これまで裁判所の決定を踏まえ、手
元に残る資産を決定する。

破産した場合の残存資産の範囲

概要

①現金  99万円以下の現金。

②差押禁止財産  生活に欠くことのできない家財道具等。

③新たに取得した財産  債務整理後に、新たに取得した財産。

④自由財産拡張が認められた財産  経営者が最低限度の生活を維持できない場合、裁判所の実務運用に従い、拡張
が認められると考えられる財産（生活に不可欠な自家用車等）。









ストックオプションに関する法制度
○ ストックオプションの発行に際し、日本と米国では、取締役会で決定できる事項・決定を許される期間に
違いがある。

○ 日本では、株主総会で決定された範囲内で、ストックオプションの発行数を決定できるが、株主総会か
ら１年以内に限定される。また、ストックオプションの権利を行使し、株式として取得する際の価格（権
利行使価格）や権利行使が可能な期間は決定できない。

非公開会社（株式譲渡制限会社）におけるストックオプションの発行に関する会社法制の日米比較
日本 米国

株主総会で
設定する事項

 発行数の上限枠
 有償であるか、無償であるかの区別
 有償の場合、ストックオプションの取得に要する額の

下限値

 発行数の上限枠

取締役会に
決定できる事項

 実際の発行数（上限枠内）
 有償の場合、ストックオプションの取得に要する額

（下限額以上）
※ 権利行使価格・権利行使期間は、取締役会に委

任できない。

 実際の発行数（上限枠内）
 有償の場合、ストックオプションの取得に要する額
 権利行使価格、権利行使期間

取締役会での
決定が許される期間  株主総会から１年以内  株主総会から10年間

（注）日本でも、公開会社の場合は、取締役会にて、発行数・ストックオプションの取得に要する額・権利行使価格・権利行使期間を決定することが可能
（第三者に対して、特に有利な価格で新株を発行する場合（有利発行）を除く）。 21


